
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告 書

特定非営利 動法人 国際職業開発協会

1 事業の成果
① 日本語教育事業

② 海外人財活用促進事業

③ ビジネス日本語の振興、普及に係る事業

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 617 】千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 0 】千円)

痴E=欠 に冨dttt
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

特定非営利活
動に係る事業

日本語教育事業

令和 4年

6月 ～令

和 5年 5

月

ベ トナム ,

インドネシ

ア,カ ンボ

ジア. 日本

全国

1

教育業を営

んでいる法

人.ま たは

教育を受け

る個人

カンボジ
ア技能実
習生 16
人、日本
語教師 7
人、 日本
企業 2社

213

特定非営利活
動に係る事業

海外人材活用促進事業

令和 4年

6月 ～令

和 5年 5

月

日本全国 1

外国人労働

者の雇用を

希望する法

人又は個人

東南アジ
アの外国
人 8人 ,

日本企業
団体 2社

66

特定非営利活
動に係る事業

ビジネス日本語の振興、普
及に係る事業

令和 4年

6月 ～令

和 5年 5

月

日本全国 2

日本にて就

職を希望す

る個人

東南アジ
ア出身の
技能実習
生 100名
程度

338

載記
た
名

に
れ
業

款
さ
事

定
事業内容 日時 場所

従事者
人数

費
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書式第 13号 (法第 28条関係)

令和 4年度 活動計算書 (その他事業が△塾場合)
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 国際 発協会

正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

3 受取助成金等
受取補助金

6.171,000
6. 171.000

4 ●栞収益
事業収益

受取利息

給料手当

役員報酬

退職給付費用

法定福利費

福利厚生費

0戸 面 珊 雇丁
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
支払利息
その他経費等

240,00(

(l)人件費
役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

(D~7の他雇百
地代家賃
支払手数料
新聞図書費
通信費
修繕費
減価償却費
支払利息

198.000
224. 209

33.000
23.892

0

01

0

1,47■ 101

1,719,101

当 期 饉 常 増 濾 田 A 4451.399)

雑収入

災害損失

D

C
+

+

費  用

l

[)



書式第 15号 (法第 28条関係)

令和 4年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人国際職業開発協会

資 産 の 部

現金

現金及び預金
立替金

180.000
7, 588, 2451

713.430

(2)無形固定資産 0

“

)授百その他の■産 0

，

一

【A】 資 産 合 計 ①+② 8,481,675

77|

，

一

+

000

000

631

231

短期借入金

役員借入金
未払い金

の

813当

繰 正

正味財

B-2

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 8,482,589

‐]■■■■■口ri■F渭■■■

i衝倍合計  ・・・0

覇 7日否研
~TT■ ~7「~~~~~~~~ ~~



式第 16号 法第 28条

令和 4年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 国際職業開発協会

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2011年 ll月 20日 一部改正)に よっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当ありません。

(2)固定資産の減価償却の方法
定率法です。

(3)引 当金の計上基準
・退職給付引当金
該当ありません。

(■ )施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当ありません。

(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込み方式によっています。

2.事 業別損益の状況
(単位 :円 )

施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

該当ありません。

Ｏ
Ｊ

科 日 日本語教育事業
海外人財活
用促進事業

ビジネス11本語の振

興.普及に係る事 X 事業部門計 管理部門 合計

I 経常収益
1 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4 事業収益
5 その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬
退職給付費用

福利厚生費
人件費計
(2)その他経費
地代家賃
支払手数料
新聞図書費
通信費

修繕費
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

5,000,00

0

0

0

0

0

670,00

0

0

0

0

0

501,00

0

0

0

0

0

6,171,00

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

6, 171,000

0

5,000,000 670,000 501,000 6.171,000 6, 171,000

240,00

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

240,00
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

240

0

000

0

0

0

240,000 240,000 240,000

1,000,000

174,000

33,000

23.892

0

1, 230, 892

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1.000,

174,

33,

23,

000

000

000

892

0

8921.230,

198,000

50,209

0

0

0

248,209

1,198,

224,

33,

23,

000

209

000

892

0

1011,479,

1,470,892 1.470,892 248,209 1,719,101

3,529, 108 670,000 501,000 4,700, 108 ▲ 248,209 4.4bl,899
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使途等が制約された寄附金等の内訳

該当ありません。

固定資産の増減内訳

(単 :円 )

6.借 入金の増減内訳
(単位 :円 )

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

(単 :円 )

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

8

該当ありません。

科 日 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

143,000 143,000

合計

投資その他の資産
敷金

科 日 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高
役員借入金

合計

9,980,724 350,000 9,980,724 350,000
9,980,724 350,000 9,980,724 350,000

内、近親者
及び支配法
人との取引

科 日

計算書類に

計上された
金額

350,000
350.000 350.000

(貸借対照表)

役員借入金

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和 4年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 国際職業開発協会

現金 180,000

180,000
現金及び預金 7.588,245

7.588.245
713,430

(1 01

(3

，

一

定

0そ の

713 430

金
・
替

一ェコ

【A】 資 産 合 計 ①+② 8,481,675

長期借入金

の

0

1

3.251.231

B-1

30.000

350,000

145,631

3.251.231
62

短期借入金

役員借入金

未払い金

預り金

30,00Ш

350.000

145.631

【B-1】 負 ③+④ 3,776,862債 合 計

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 4,704,813
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書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿 Jl群舞ε罪棚滋騒Iξま,轟縦濯甜躍1哲所並

特定非営利活動法人 国 職業開発協会

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

日以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

氏   名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

l
・監事

アオヤギ トモヨ

青柳 智与

令和3年  6月  1日

令和4年  5月  31日

年 月

月

日

年 日

2 監事

ミヤザキ

宮崎

シンヤ

慎也

令和3年  6月  1日

令和4年  5月  31日

年

年

月

月

日

日

3
監 事

トネ サ トシ

刀根 聡史

令和3年  6月  l日

令和4年  5月  31日

年  月  日

年  月  日

4
理事

タカミザワ ハジメ

高見澤 孟

令和3年  6月  1日

令和4年  5月  31日

年  月  日

年  月  日

5 理事・監事

年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年

6 理事・監事

年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年

7 理事・監事

年 月   日

月   日年

年 月

月

日

日年

8 理事・監事

年 月

月

日

日年

年  月  日

年  月  日

9 理事・監事

年   月   日

年 月 日

年   月   日

年  月  日

10 理事 ‐監事
年  月  日

年  月  日

年  月  日

年   月   日

監事



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人___重l豊聾饉望田艶盤主___

氏   名

1 青柳 智与

2 宮崎 慎也

3 刀根 聡史  

4 高見澤 孟

5 青柳 暁奈

6 青柳 越才

7 濱田 真吾  

8 中川 静子

9 浦畑 育生

10 武田 昌勝

11

12




